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今回、衆議院議院運営委員会において設置された「衆議院選挙制度に関する調査会」の活動が開始されるにあたり、私たちの考えと要求について、以下のとおり申し入れます。
記
１．私たち１１団体は、４年前から、衆議院議員比例定数削減の動きに反対し、「民意が届く選挙制度」の実現を求めて結集し活動してきました。衆議院選挙制度調査会の設置と選挙制度改革についての私たちの立場は、別紙の「声明」で明らかにしていますが、その基本点は次のとおりです。
いま選挙制度の改革で求められているのは、現行の衆議院小選挙区･比例代表並立制の根本的見直しです。直近の２０１２年１２月の総選挙結果を見ても、小選挙区で第１党は４割台の得票で８割の議席を独占する不公平なものとなっており、その根源が小選挙区制にあることは誰の目にも明らかです。
また「身を切る改革」と称して議員定数削減とりわけ比例定数削減が消費税大増税を国民に押し付ける言い訳としてもちだされていますが、これはまったくの筋違いです。諸外国と比較しても少ない水準にある日本の国会議員をさらに少なくし、国政に国民の声が届きにくくし、「民意を削る」ものであり、断じて容認できません。
私たちは、民意を反映しない小選挙区制は直ちに廃止し、民意を反映しやすい「民意が届く選挙制度」の実現、比例代表制を中心とする制度への改革を強く求めます。
２．選挙は主権者たる国民が政治に参加する最も重要な機会です。国民主権の根幹にかかわる選挙制度の問題は、国会と国会議員自らが審議・検討を尽くし、立法機関としての責任を果たさなければならないものであり、選挙制度についての判断を調査会に委ねることは、国会の責任放棄と言わざるを得ません。また、調査会を設置して「調査・検討」を行うとしても、選挙制度が国民主権の根幹にかかわる問題である以上、国民の意思を公正に反映する観点から行わなければならないと考えます。
３．こうした立場から、調査会に対して以下の点を要求します。
（１）２０１１年１０月から国会を構成する全政党の参加で選挙制度改革に関する与野党実務者協議がおこなわれ、２０１３年６月２５日に全党が合意してまとめた「確認事項」は、現行の「小選挙区による過度な民意の集約」に問題があることを認め、「現行並立制の功罪を広く評価・検証し」「抜本的な見直し」について協議すると明記しています。私たちは、この「検証」の実行こそ求められていると考えます。
　第1回調査会（９月１１日）後の記者会見で佐々木毅座長は「一票の格差問題から始める」と述べましたが、小選挙区制そのものが問題となっているときに、小選挙区間の格差問題から議論することは、小選挙区制の維持を前提とすることをねらったものといわざるをえません。
調査会においては、小選挙区制の維持や定数削減を前提として議論するのではなく、６月２５日の全党合意にのっとり、「現行並立制の功罪を広く評価・検証し」、民意を反映する選挙制度に向けた「抜本的な見直し」の議論をおこなうことを強く求めます。
（２）選挙制度が国民主権の根幹にかかわる問題であるとの見地にたって、国民の意思を公正に反映するため、国民に開かれた議論が求められています。ところが、第１回調査会で決定した運営細則に、会議は原則非公開とし、会議録も非公開と定めていることはきわめて問題です。会議の公開、会議録の速やかな公開を要求します。
また、調査会として、広範な国民の声やさまざまな有権者団体の意見を聞く機会を設けることを求めます。
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